
26

単位

本数 7 (7) 7 (7) 7 (7)

本数 4 (4) 4 (4) 4 (4)

本数 2 (2) 2 (2) 2 (2)

本数 1 (1) 1 (1) 1 (1)

本数

千円

千円

千円

千円

千円

人

時間

千円

千円

円

人

平成 年度実績に関する施策・基本事業評価表（兼 主要な施策の成果報告書補足資料） 一般施策

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費）

24,936

4,382

20

1,479

施策の

トータル

コ ス ト

20,563

65,563

1,104

15,560

3,4352,442

4,194

－

－

　同　　　上

円

Ⅰ．トータルコスト　（定義式　：　Ｆ／人口 ）

－ 5,222

－

円

Ｃ．施策に携わる正規職員数合計

市民１人あたりにおける施策の

－

65,268

17,177

394

1,499

43,555

－

－

－

－

基本目標№

施策Ｎｏ．

主管課名

＜施策重要度調査結果＞

23年度 24年度

－ 44,315魚津市の人口（各年度12月末時点）

　うち基本事業③を構成する事務事業の決算額小計 － －

－　うち基本事業④を構成する事務事業の決算額小計

－

－

－

　うち基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

－

・交通安全施設の整備を行います。

・市民に対する交通安全教育や意識の高揚を図るための啓発活動を行います。

・防犯協会をはじめとした防犯組織の強化及び活動の充実を図るとともに、市民の防犯意識の高揚を図るための啓発活動を行います。

・消費者保護のための市民相談体制の整備と消費生活等に関する啓発活動を行います。

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

・地域ぐるみで交通安全活動や防犯活動を行います。

　うち基本事業④を構成する事務事業の数（うち自治事務数） －

24年度

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

－

参考

関係課名

施策が目指す

すがた

施策の成果向

上に向けての

住民と行政と

の役割分担や

地域等への期

待など

0.889

・交通法規を遵守し、交通事故防止に努めます。

・犯罪に遭わないよう「カギかけ」などの防止対策を徹底します。

・消費者自ら正しい知識を身につけ、消費トラブルに巻き込まれないようにします。

18,553 18,787

44,036

効率性

指　標

2,591

27年度

20

－

518 353

3,710

20

961

Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

Ｄ．事務事業に要する年間総時間

－

安全で快適な暮らしやすいまち

・市民一人ひとりが交通安全意識を持ち、事故のないまちになっています。

・市民一人ひとりが防犯意識を持ち、犯罪のない安全で住みよい地域社会が実現しています。

・市民一人ひとりが気軽に相談を受けられる体制が整い、安心安全な暮らしをしています。

市民課・建設課・教育総務課・学校教育課・こども課・社会福祉課

26年度 27年度25年度

　うち基本事業①を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

　うち基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

25年度実績 26年度実績24年度実績

日常生活の安全確保

区　　　　　分
27年度実績23年度実績

14

2

施　策　名

0.779

環境安全課

22年度実績

－

基本目標名

25年度 26年度

（

地

域

）

そ

の

他

行

　

政

事

業

所

・

市

　

民

0.220 0.203 0.200 0.173

－

－

－

－

24,386　うち基本事業②を構成する事務事業の決算額小計

　うち基本事業①を構成する事務事業の決算額小計

21,596

3,920

62,168

－

46,608 48,09042,591

－

　同　　　上

22,972

円 －

－

１時間あたりの平均人件費 － － 4,399

－Ｆ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｅ）

1,058

市民意識

調査結果

－

－

－

＜施策満足度調査結果＞

23年度

0.843

－

1,412

Ｈ．人件費　（定義式　：　Ｅ／人口 ）

－
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1 ◎

2 ◎

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

0

0

0 0

180

14

交通安全に対する意識の高揚を図るため、広報誌などを通じて啓発活動に努めます。特に高齢者に対しては、当事

者や被害者になる事故が多く発生しており重点的な働きかけを進めます。また、通学路や交通の安全を確保する必

要がある道路を中心に、安全な交通環境を構築します。

基本事業名①

施策Ｎｏ．

担当課

環境安全課

200

0

日常生活の安全確保

基本事業①の目的（意図）

26年度

№

209

0

1

140

1

会計名

決 算 額（円）

一般会計

200

205 234

25年度

単位 Ｈ21年度実績

3

32年度

（最終目標値）

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

27年度

（中間目標値）

200 150

24年度

安全な交通環境の充実

0

110

成果指標名

平成26年度における

主な事業内容（活動内容）

22年度 23年度

【交通安全対策事業】

・市交通センター、センター地区支部、警察等と連携し、「交通安全県民の日（毎月１日、15日）」及び「春・夏・秋・年末の交通安全

運動（期間：各10日間）」において交通安全広報活動を行い交通安全意識の高揚に努めました。また、交通センターに保育園、幼稚

園、小中学校、高齢者を対象とした交通安全教育、講習会等を委託し、交通安全に関する知識等の普及啓発や安全行動の徹底に

努めました。

・「三世代交流交通安全のつどい」を開催し、地域社会全体で交通安全について考える機会を提供し、交通安全思想の普及、啓発

に努めました。（H26.11.15　もくもくホール）

・高齢者運転免許返納事業の対象者をH26.6から65歳以上の高齢者に年齢を引き下げ、自主的な免許返納を促しました。（H26返

納者：66名）

【交通安全施設維持整備事業】

・市民生活や通学路等の道路において、交通事故防止のための交通安全施設（ガードレール、カーブミラー等）の設置や既存施設

の修理を迅速、適切に行いました。

【市営自転車等駐車場管理事業】

・市営自転車等駐車場（５箇所）に放置された自転車等を回収し、12台を所有者に返還、条例に基づき80台を処分しました。また、

JR魚津駅南、北、西側駐輪場の整理業務を㈳魚津市シルバー人材センターに委託し、利用サービスの向上と周辺環境の保全に

努めました。

・JR魚津駅の名称変更に伴い、条例の一部を改正しました。（駐車場の名称変更）

【市営駐車場維持管理事業】

・駅南駐車場の維持管理（料金回収、保守点検、トラブル対応）を適切に行いました。周辺フェンスの老朽箇所の補修を行いまし

た。回数駐車券の販売については、引き続き魚津市観光協会に委託し、販売時間の延長、休日販売を行い購入サービスの向上を

図りました。（環境安全課内の販売も継続）

目標値（上段）及び実績値（下段）

件

147

交通死亡事故件数

一般会計

10,000,000

2

一般会計

１次評価結果

482,061

交通安全対策事業

交通安全施設維持整備事業

6,767,000

環境安全課

環境安全課

交通事故発生件数 189

3,518,741

予算現額（円）

868,244

6,657,869

9,517,939

予算残額（円）

109,131

施　策　名

一般会計

市営自転車等駐車場管理事業

市営駐車場維持管理事業

64,756

事務事業名

0

0

0

Ａ

Ａ

-933,000

3,567,000

件

20,562,793 704,20721,267,000

0

0

0

0

48,259

0

0

0

0

0

0

合　　計

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

163

基本事業①を構成する事務事業の実績（◎：総合計画の主要事業　○：実施計画掲載事業）

平成26年度

-

2

環境安全課
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1 ◎

2 ◎

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

0

0

0

0

合　　計 26,363,000 24,936,385 1,426,615

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

№ 会計名

平成26年度

担当課

予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 防犯対策事業 2,541,000 2,496,463 44,537 Ａ

0

0

環境安全課

0

1,382,078 Ａ

基本事業②を構成する事務事業の実績（◎：総合計画の主要事業　○：実施計画掲載事業）

事務事業名

平成26年度における

主な事業内容（活動内容）

【防犯対策事業】

・防犯関係団体（「防犯協会」「暴力追放運動推進協議会」「安全なまちづくり推進センター」）や警察と連携し、防犯パト

ロールの実施や啓発キャンペーン、広報誌の発行等による被害防止対策や啓発活動を行いました。また、魚津神社祭

礼（６/４～６）には、「魚津神社祭礼対策協議会」を中心に地区等の防犯組合、学校関係者と連携して巡回パトロール

を行い、児童、生徒の非行防止や被害防止に努めました。

【防犯対策施設維持整備事業】

・夜間における安全・安心の確保のため、修繕等の維持管理を迅速、適切に行いました。また、必要な個所へ新設しま

した。

・犯罪抑止や安心感の提供等を目的として、小・中学校11校、JR・地鉄駅周辺4地域、市役所前公園に防犯カメラを計

26基を設置しました。

成果指標名

刑法犯発生件数

410 410 350 300 250

220

基本事業名② 防犯対策の推進

基本事業②の目的（意図）

市民の安全確保のため、防犯協会（地区防犯組合）、警察などの関係機関が一体となった防犯活動を推進します。

また、防犯対策施設の整備に努めます。

230

環境安全課

一般会計 防犯対策施設維持整備事業 23,822,000 22,439,922

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

26年度

27年度

（中間目標値）

32年度

（最終目標値）

件

施策Ｎｏ．

14

施　策　名

日常生活の安全確保

200

350 289 298 246

単位 Ｈ21年度実績

目標値（上段）及び実績値（下段）

25年度22年度 23年度 24年度

350
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1 ◎

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

0

0

0

合　　計 2,670,000 2,590,892 79,108

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

№ 会計名

平成26年度

担当課

予算現額（円） 決 算 額（円） 予算残額（円） １次評価結果

一般会計 市民相談事業 2,670,000 2,590,892 79,108 Ａ

0

消費生活相談の解決率

（他機関送致を含む）

％ 95.9

96.3

0

0

基本事業③を構成する事務事業の実績（◎：総合計画の主要事業　○：実施計画掲載事業）

事務事業名

600.0

328 363 320

668 456

市民課

0

98.0

99.1 100.0 100.0 100.0 100.0

基本事業名③ 消費者保護対策の推進

基本事業③の目的（意図）

増加する複雑な消費生活相談や苦情に対応した相談体制の整備と啓発活動及び情報提供に努め、消費者保護対

策を推進します。

平成26年度における

主な事業内容（活動内容）

【市民相談事業】

・複雑な消費生活相談や苦情に対応するための相談体制を整え、消費者保護に努めました。

・悪質商法の手口は複雑・多様化しており、被害を未然防止するため、消費生活に関する知識の普及や情報の提供を

行うとともに、関係機関と連携しながら、未然防止対策等を行いました。

成果指標名 単位 Ｈ21年度実績

目標値（上段）及び実績値（下段）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

27年度

（中間目標値）

32年度

（最終目標値）

消費者講座の参加者数

96.6 97.0 97.3 97.7

98.0

人 550

558 567 575 583 592

600.0

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ③

施策Ｎｏ．

14

施　策　名

日常生活の安全確保
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経営戦略会議

における施策

の課題及び方

針

26年度の

評価結果

（基本事業

の成果を

考慮し記載）

３．施策の課題認識及び取り組み状況

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

施策の重要度

◆交通安全意識の高揚と交通安全施設の整備を進めます。

◆防犯意識の高揚と防犯施設の整備を進めます。

施策の重要度 一般

施　策　名 日常生活の安全確保

部会評価

（協議結果、今

後の方針及び

課題等につい

て記載）

施策Ｎｏ． 14

２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

【①安全な交通環境の充実】

◆市交通センター、センター地区支部、警察等と連携し、「交通安全県民の日（毎月１日、15日）」及び「春・夏・秋・年末の交通安全運動（期間：各10日

間）」における交通安全広報や交通安全意識の高揚を図り交通安全対策を推進しています。また、保育園、幼稚園、小中学校、高齢者への交通安全

教育、講習会等を実施するとともに、11月15日には、「三世代交流交通安全のつどい」事業（県委託事業）を行い、各世代、地域社会全体で、交通安

全に関する知識等の習得と安全行動が徹底されるよう交通安全思想の普及、啓発に努めます。

◆「高齢者運転免許返納事業」については、魚津市民バス運行条例の改正（H26.6.１施行）に合わせ、回数利用券の配布数の削減（10（100円11枚）→

５セット（200円13枚））、対象年齢の引下げ（満70→満65歳）を行いました。

◆交通事故防止のための交通安全施設（ガードレール、カーブミラー等）の設置や既存施設の修理等については、引き続き迅速、適切に行います。

【②防犯対策の推進】

◆防犯関係団体や警察と連携して防犯パトロールや啓発キャンペーンなどを行い、被害の防止に努めます。また、防犯灯の新設や修繕等の維持管

理を迅速、適切に行っていきます。

◆防犯カメラの設置は、警察や防犯関係団体と連携して危険個所の把握に努め、必要箇所に整備します。

◆特殊詐欺の被害防止については、警察や防犯関係団体、及び金融機関等と連携し、啓発活動の強化を図っていきます。

【③消費者保護対策の推進】

◆相談体制の充実や県消費生活センター等との連携の強化を図っていきます。

一般

◆「交通死亡事故ゼロ」継続にむけて、引き続き関係団体と連携し、交通安全意識の高揚と交通安全対策の推進に努めていくこと。

◆市民の安全・安心のため、関係団体と連携し、引き続き防犯意識の高揚と防犯対策の推進に努めていくこと。

◆市民相談体制を充実し、消費者保護に努めていくこと。

【①安全な交通環境の充実】

＜交通安全対策事業＞

◆市交通センター、センター地区支部、警察等と連携し、「交通安全県民の日（毎月１日、15日）」及び「春・夏・秋・年末の交通安全運動（期間：各10日

間）」において交通安全広報活動を行い交通安全意識の高揚に努めました。

◆支援制度の対象年齢を65歳以上に引き下げるなどより返納しやすい制度に改正し、制度創設以来で最多となる60人の返納者がありました。

＜交通安全施設維持整備事業＞

◆交通事故防止のための交通安全施設（ガードレール、カーブミラー等）の設置や既存施設の修理を迅速、適切に行いました。

【②防犯対策の推進】

＜防犯対策施設維持整備事業＞

◆夜間における安全・安心の確保のため、防犯灯の新設や修繕等の維持管理を迅速、適切に行いました。また、市民や企業等からの寄付金を活用

しながら犯罪抑止や安心感の提供等を目的とする防犯カメラを、小中学校をはじめ16箇所26基を設置しました。

【③消費者保護対策の推進】

＜市民相談事業＞

◆専任の消費生活相談員の配置や職員の専門研修会への参加により、相談体制の充実を図りました。また、パンフレットの配布や出前講座の開催

による啓発活動を行いました。

　（26年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

【①安全な交通環境の充実】

◆交通事故の発生件数は、前年の大幅な減少（前年比マイナス44件）に引き続き減少、前年比マイナス16件の147件となり、３年連続で減少していま

す。

また、死亡事故は、平成25年5月18日から発生しておらず、交通死亡事故ゼロが継続（H27.6.30　773日達成）しており、目標とする「交通死亡事故ゼロ

1000日」の達成を目指し連携した取り組みを推進しています。

※発生件数：魚津市147件（163）、滑川市112件（123）、黒部市153件（138）、氷見市94件（113）、砺波市272件（220）　※ （　）内は25年

【②防犯対策の推進】

◆刑法犯認知件数は、減少傾向が続き、前年比マイナス16件の230件となりました。

しかし、特殊詐欺（オレオレ詐欺、還付金詐欺、ギャンブル必勝情報提供、信託受益権譲渡など）の被害が増加、特に被害金額が大幅増となり深刻な

状況にあります。中でも、平成26年11月下旬に発生した市内在住者（80歳代　男性）の被害額4,400万円は、昨年の県内で発生した被害の最高額と

なっています。

※刑法犯罪認知件数：魚津市230件（246）、滑川市163件（158）、黒部市176件（190）、氷見市163件（161）、砺波市223件（258）　※ （　）内は24年

【③消費者保護対策の推進】

◆消費相談件数は、架空請求相談が最も多かった平成17年度の211件から減少していますが、新たな手口による相談が増加しています。平成22年

度の相談件数は110件、23年度は134件、24年度は145件、25年度は157件、26年度は158件と微増、特に高齢者からの相談が増えています。

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景

　（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）
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